
 

 

Ⅰ ⼤学

1 教

（1

平成 25

学の教育研究

教育に関する

1）教育内容

① ⼊学者

a-1 基

領に

ら導

する

a-2 ⼊

オー

ンケ

とし

るコ

b-1 ⼤

の留

b-2 平

⾏う

⼊試

② 学部・

a ⼤学

ると

を円

③ カリキ

a 平成

⽬Ⅲ

いて

施に

5 年度 

究等の質の向

る⽬標を達成

容及び教育の

者受け⼊れの

基礎学⼒確認

に沿った⼊学

導⼊した系別

るとともに、

⼊試広報につ

ープンキャン

ケート結果等

して、⼤学紹

コンテンツを

⼤学院への学

留学説明会等

平成 24 年度

う。また、博

試の⽅法につ

⼤学院の継

学院博⼠前期

とともに、平

円滑に実施す

キュラムの⾒

成 24 年度に

Ⅲの科⽬構成

て検討を⾏い

に向けカリキ

平成

国⽴⼤学

向上に関する

成するための

の成果等に関

の⽅針の⾒直

認試験を⽤い

学試験の実施

別募集の⼊試

引き続き、

ついては、強

ンパス、東北

等に基づき内

紹介 DVD に

を作成し、本

学⽣の受⼊促

等において、

度から変更し

博⼠後期課程

ついて検討す

継続性の重視

期課程改組に

平成 25 年度

する。 

⾒直しに関す

にカリキュラ

成について、

い、検討結果

キュラムを整

25 年度 | 国

学法⼈北

る⽬標を達成

の措置 

関する⽬標を

直しに関する

いた推薦⼊試

施体制等を整

試データ等を

⼊試⽅法・

強化してきた

北地区におけ

内容の⾒直し

に代えて擬似

本学のホーム

促進を図るた

本学⼤学院

した博⼠前期

程の⼊試⽅法

する。 

視に関する⽬

に伴い整備し

度から開講す

する⽬標を達

ラムを整備し

平成 24 年

果に基づき教

整備する。

国⽴⼤学法⼈北

北⾒⼯業⼤

成するために

を達成するた

る⽬標を達成

試を実施する

整備する。ま

を基に、⼊学

・体制等を点

た⾼校訪問を

ける本学独⾃

しを⾏う。ま

似的にオープ

ムページを利

ため、アジア

院の教育・研

期課程の⼊試

法・体制等を

⽬標を達成す

した科⽬を平

する各専攻横

達成するため

した選択科⽬

年度に引き続

教務委員会に

北⾒⼯業⼤学 |

⼤学 年

にとるべき措

ための措置 

成するための

るほか、新⾼

また、平成

学後の修学状

点検し、必要

を継続して

⾃の進学説明

また、積極的

プンキャンパ

利⽤して発信

ア圏の海外協

研究内容を周

試⽅法を点検

を点検すると

するための措

平成 24 年度

横断的に設定

めの措置 

⽬Ⅰを実施す

続き教育改善

において平成

 年度計画 

年度計画

措置 

 

の措置 

⾼等学校学習

20 年度⼀般

状況との関係

要な改善を⾏

実施すると

明会について

的な情報発信

パスを体験可

信を⾏う。 

協定校や⽇本

周知する。 

検し、必要な

とともに、特

措置 

度に引き続き

定した副コー

する。また、

善推進センタ

成 26 年度か

画 

習指導要

般⼊試か

係を分析

⾏う。 

とともに、

ては、ア

信の⼀環

可能とす

本語学校

な改善を

特別選抜

き実施す

ース科⽬

、選択科

ターにお

からの実
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b 引き

⽣に

て検

④ 成績評

a 平成

評価

別成

テム

2）教育の実

① 教職員

a-1 平

（英

a-2 学

⽅を

b 外国

うと

② 教育の

a1-1 教

果公

a1-2 引

a2 学⽣

設定

会オ

充実

a3 SA

助業

b1 引き

若⼿

b2 教養

双⽅

組の

③ 教育に

き続き短期履

に対しアンケ

検討する。 

評価に関する

成 24 年度に

価を実施する

成績⼀覧」へ

ムの構築に向

実施体制等に

員の配置に関

平成 24 年度

英語）の補習

学⽣の退学率

を教育改善推

国⼈教員及び

とともに、採

の質を改善す

教育の質向上

公表を引き続

引き続き教育

⽣の職業意識

定するととも

オホーツク⽀

実を図る。 

・TA の配置

業務の充実を

き続き、「北

⼿研究⼈材の

養教育の充実

⽅向による遠

の実施に向け

についての環

平成

履修科⽬（4

ケート調査を

る⽬標を達成

に導⼊を決定

るとともに、

へ反映させ修

向け検討を⾏

に関する⽬標

関する⽬標を

に導⼊した

習教育を引き

率、留年率改

推進センター

び⼥性教員の

採⽤に努める

するための組

上のため、

続き⾏う。

育改善推進

識向上を図

もに、インタ

⽀部等と協同

置基準等を⾒

を⽬指す。

北⼤パイオ

の育成に協⼒

実を図るた

遠隔授業によ

け、環境を整

環境整備に関

25 年度 | 国

セメスター

を⾏い、教育

成するための

定したレーダ

GPA（グレ

修学指導に活

⾏う。 

標を達成する

を達成するた

た web を利⽤

き続き実施す

改善のため、

ーにおいて検

の採⽤の努⼒

る。 

組織体制の整

授業アンケ

進センターで

るために、キ

ターンシップ

同するなどに

⾒直すことで

オニア⼈材協

⼒する。 

ため、北海道

より、相互に

整備する。

関する⽬標を

国⽴⼤学法⼈北

ー制）を実施

育改善推進セ

の措置 

ダーチャート

レード・ポイ

活⽤し、学⼠

るための措置

ための措置

⽤した⼯学基

する。 

初年次教育

検討する。

⼒⽬標の達成

整備に関する

ケートを実施

で FD の年間

キャリアデザ

プ教育⽀援体

により、受⼊

で効果的な配

協働育成シス

道内国⽴⼤学

に、不⾜する

を達成するた

北⾒⼯業⼤学 |

施するととも

センターでそ

トによる学習

イント・アベ

⼠⼒を総合的

置 

基礎科⽬（数

育、スクリー

成に向け、環

る⽬標を達成

施し、授業改

計画を企画

ザイン科⽬を

体制について

⼊れ企業の拡

配置システム

ステムの構築

学が、単位互

る分野の授業

ための措置 

 年度計画 

もに、担当教

その調査結果

習教育⽬標到

ベレージ）を

的に判断でき

数学）及び教

ーニング制度

環境整備の取

成するため

改善及び学⽣

画し、実施す

を平成 25 年

て、中⼩企業

拡⼤など⽀援

ムを構築し、

築」連携校と

互換制度を利

業科⽬を補完

教員と学

果につい

到達度の

を「個⼈

きるシス

教養科⽬

度のあり

取組を⾏

の措置 

⽣への結

する。 

年度中に

業家同友

援体制の

、教育補

として、

利⽤した

完する取

2



 

（3

 

2 研

（1

a-1 IT

に IT

a-2 平

ター

イダ

学習

a-3 平

する

3）学⽣への

① 学⽣⽀

a ⼤学

実施

b-1 学

な活

b-2 ピ

の交

c 学⽣

て情

d 東⽇

由に

実施

研究に関する

1）研究⽔準

① 研究の

a-1 研

な研

a-2 ⾼

進機

② 特⾊あ

a1 研究

進す

を活⽤した

T 活⽤教育⽀

平成 25 年度

ーが連携し、

ダンスを実施

習⽀援体制を

平成 24 年度

るとともに、

の⽀援に関す

⽀援プログラ

学院博⼠後期

施する。 

学⽣により組

活動を促進す

ピア・サポー

交流を⾏う。

よろず相談

情報の共有を

本⼤震災に

により⼊学・

施する。 

る⽬標を達成

準及び研究の

の量的増⼤・

研究の量的増

研究を進める

⾼度な研究設

機構において

ある⾼度な研

究の進捗状況

する。 

平成

た⾃学⾃習環

⽀援システム

度に新たに発

情報ネット

施する。また

を強化する。

度から本運⽤

利⽤者ニー

する⽬標を達

ラムの整備に

期課程進学予

組織する北⾒

するため、必

ーターの活動

 

談室員とカウ

を図る。 

により、引き

修学を断念

成するための

の成果等に関

・質的向上に

増⼤・質的向

るための必要

設備を持った

て戦略的に推

研究の推進に

況や成果に

25 年度 | 国

環境の充実を

ムの利⽤実

発⾜する学術

トワーク、セ

た、情報探索

 

⽤を開始した

ーズに応じた

達成するため

に関する⽬標

予定の博⼠前

⾒⼯業⼤学環

必要な⽀援を

動を活性化さ

ウンセラーの

き続き授業料

念することが

の措置 

関する⽬標を

に関する⽬標

向上を推進す

要な⽀援を⾏

た⼤学・研究

推進する。

に関する⽬標

ついて検証

国⽴⼤学法⼈北

を図るため、

実態の調査を

術情報機構に

セキュリティ

索講習会の内

たパソコン相

た内容の充実

めの措置 

標を達成する

前期課程学⽣

環境保全学

を⾏う。 

させるため、

の懇談会を実

料等の納付が

がないよう、

を達成するた

標を達成する

するため、研

⾏う。 

究機関等との

標を達成する

証を⾏い、特

北⾒⼯業⼤学 |

語学演習室

を⾏う。 

において図書

ィ及び学術情

内容を充実さ

相談室につい

実を図る。 

るための措置

⽣を対象とし

⽣委員会（

他⼤学のピ

実施し、学⽣

が困難な学⽣

授業料免除

ための措置 

るための措置

研究推進機構

の共同研究等

るための措置

特⾊ある研究

 年度計画 

室、第 2 演習

書館と情報処

情報サービス

させ、IT を活

いて継続運⽤

置 

して、授業料

（KITeco）の

ピア・サポー

⽣相談の現状

⽣に対し、経

除等の経済的

 

置 

構において、

等について、

置 

究プロジェク

習室並び

処理セン

ス等のガ

活⽤した

⽤を実施

料免除を

の⾃主的

ーターと

状につい

経済的理

的⽀援を

、組織的

、研究推

クトを推

3



 

（2

 

3 そ

（1

a2 引き

な環

2）研究実施

① 組織的

a1 「地

a2-1 電

査し

リ「

に積

a2-2 図

的に

a2-3 平

情報

b 平成

更な

その他の⽬標

1）社会との

① 教育⾯

a-1 平

指し

報⼿

と連

a-2 市

加募

時内

② 研究⾯

a-1 地

る取

a-2 地

a-3 ⼈

ズに

き続き研究実

環境整備、外

施体制等に関

的研究推進体

地域連携」

電⼦ジャーナ

して、学術情

「KIT-R」の

積極的な登録

図書館環境整

に参加するほ

平成 25 年

報基盤の整備

成 24 年度に

なる充実策を

標を達成する

の連携や社会

⾯での社会及

平成 24 年度

し、広報委員

⼿段について

連携して受⼊

市内の⼩中学

募集型の地域

内容の充実を

⾯での社会及

地域のニーズ

取組を検討す

地域⾃治体等

⼈材育成及び

に合わせた講

平成

実施体制を

外部資⾦獲得

関する⽬標を

体制の整備に

「産学官連携

ナルやデー

情報サービス

のコンテンツ

録を促す。

整備計画に

ほか、他⼤学

年度に新たに

備を積極的に

に発⾜させた

を検討する。

るための措置

会貢献に関す

及び地域との

度から実施し

員会を通して

ても検討を⾏

⼊体制を強化

学⽣を対象と

域連携事業を

を図る。 

及び地域との

ズ・課題につ

する。 

等との協定を

び産学連携を

講演を実施す

25 年度 | 国

整備し、迅

得のための⽀

を達成するた

に関する⽬標

携」「研究

ータベース等

スの効果的導

ツ充実のため

に基づき、図

学図書館等と

に発⾜する学

に進める。

た研究推進機

 

置 

する⽬標を達

の連携強化に

している社会

て提供内容を

⾏う。また、

化する。 

とした実験・

を継続して実

の連携強化に

ついて更に調

をもとに更に

を推進するた

する。 

国⽴⼤学法⼈北

迅速で効果的

⽀援を⾏う。

ための措置

標を達成する

究戦略」を推

等のトライア

導⼊を検討す

め、研究者総

図書館職員の

との交流も併

学術情報機構

機構の組織体

達成するため

に関する⽬標

会連携教育プ

を拡充すると

地⽅団体等

・実習・もの

実施するとと

に関する⽬標

調査内容の充

に連携を深め

ためのセミナ

北⾒⼯業⼤学 |

的な研究成果

 

るための措置

推進するため

アルを実施す

する。また、

総覧との連携

の育成を⽬指

併せて検討す

構において、

体制の効果・

めの措置 

標を達成する

プログラムの

とともに、パ

等からの依頼

のづくり等を

ともに、実施

標を達成する

充実を図り、

め、地域の課

ナーの開催や

 年度計画 

果を得るため

置 

めの⽀援を⾏

するなど利⽤

学術機関リ

携を検証し、

指し研修会等

する。 

学内におけ

・課題等を検

るための措

の全学的な取

パンフレッ

頼に対しては

を主な内容と

施状況を検証

るための措

課題の解決

課題解決に取

や、地域企業

めの必要

⾏う。 

⽤率を調

リポジト

研究者

等に積極

ける学術

検討し、

置 

取組を⽬

ト等の広

は、他課

とする参

証し、随

置 

決に対す

取り組む。

業のニー
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Ⅱ 業務

1 組

a-4 ⾃

地域

③ その他

a 知的

b1 ⼤学

る。

b2 地域

図書

アン

c-1 国

続す

しつ

c-2 地

組織

2）国際化に

① 協定締

a1-1 留

語圏

ムペ

a1-2 協

期交

a1-3 学

海外

a2 他機

b 国際

c1 引き

c2 北海

施に

務運営の改善

組織運営の改

⾃治体、企業

域のニーズに

他社会及び地

的財産管理体

学と地域の連

 

域の公共図書

書館サービス

ンケート調査

国や地⽅公共

する。「知の

つつ、地域の

地域を志向し

織的な連携や

に関する⽬標

締結校を中⼼

留学⽣の受

圏の国での説

ページなど提

協定校からの

交流研修を引

学⽣の海外派

外留学説明会

機関との連携

際共同研究の

き続き留学⽣

海道地区の国

について検討

善及び効率化

改善に関する

平成

業等の他機関

に対応した交

地域等との連

体制のあり⽅

連携活動を

書館と積極

ス向上のため

査を実施する

共団体等の各

の拠点」とし

の課題に対応

した教育・研

や地域課題解

標を達成する

⼼とした交流

け⼊れを促

説明会等を実

提供情報の充

の短期交換

引き続き実施

派遣を促進

会を引き続き

携による国

の推進に向け

⽣⽀援を⾏い

国⽴⼤学と

討する。 

化に関する⽬

る⽬標を達成

25 年度 | 国

関と連携して

交流を促進し

連携強化に関

⽅について検

を把握し、よ

極的に交流し

め、学内及び

る。 

各種審議会や

して⼤学が果

応した取組を

研究を推進す

解決に向けた

るための措置

流の充実に関

促進するため

実施する。ま

充実を図る。

換留学⽣受け

施する。また

進するため、

き実施する。

際化、海外

けた取組を⾏

い、必要に

連携し、⼊

⽬標を達成す

成するための

国⽴⼤学法⼈北

て地域の⾏う

し、地域産業

関する⽬標を

検討する。

より効果的な

し、イベント

び⼀般利⽤者

や委員会等

果たしている

を進める。

するため、地

た体制につい

置 

関する⽬標を

め、学⽣等の

また、留学希

 

け⼊れを推進

た、協定校の

海外語学研

 

外派遣を引き

⾏う。 

応じて改善

⼊学前の留学

するためにと

の措置 

北⾒⼯業⼤学 |

う事業・企

業の活性化に

を達成するた

な連携のあり

ト等の企画を

者に対して図

等への積極的

る役割等の効

地域（社会・

いて検討を⾏

を達成するた

の交流実績が

希望者向けパ

進するととも

の拡⼤を図る

研修やパンフ

き続き推進す

善を図る。 

学⽣を対象と

とるべき措置

 年度計画 

企画に参画す

に貢献する。

ための措置

り⽅について

を検討する。

図書館利⽤に

的な参画や協

効果・課題等

・産業・⾏政

⾏う。 

ための措置

が少ない協定

パンフレッ

もに、協定校

る。 

フレット等の

する。 

とした準備教

置 

するなど、

。 

 

て検討す

。また、

に関する

協⼒を継

等を分析

政）との

 

定校や英

ト、ホー

校との短

の作成、

教育の実

5



 

① ⼤学院

b 改組

ケー

c 博⼠

② 学内運

a 平成

構及

検証

b 学術

にお

③ 教員⼈

a-1 教

等に

a-2 各

うと

b 平成

等の

④ 職員⼈

a 北海

つ、本

b-1 平

につ

b-2 事

つい

b-3 平

切に

c 優れ

を継

継続

⑤ 学内資

a 施設

表し

院の教育研究

組後の博⼠前

ート調査を実

後期課程の

運営組織の⾒

成 24 年度に

及び各種委員

証する。 

術情報機構を

おいて、研究

⼈事の適正化

教員⼈事の在

において検討

各教員が具体

とともに、教

成 25 年 4 ⽉

の把握を⾏い

⼈事の適正化

海道地区国⽴

本学独⾃で

平成 23 年度

ついて、適切

事務職員評価

いて検討する

平成 24 年度

に運⽤する。

れた⼈材の育

継続する。ま

続し、課題や

資源配分の⾒

設等の利⽤実

し改善する。

平成

究体制の整備

前期課程に係

実施する。

の充実に向け

⾒直しに関す

に発⾜した研

員会を安定的

を発⾜させる

究ユニットに

化に関する⽬

在り⽅及び教

討を進め、適

体的な⽬標を

教員評価制度

1 ⽇施⾏の

いつつ、適切

化に関する⽬

⽴⼤学法⼈が

定めた選考

度に⾒直した

切に運⽤する

価制度を適切

る。 

度から開始し

 

育成や⼈事の

また、平成 2

や効果等につ

⾒直しに関す

実態調査を継

 

25 年度 | 国

備・充実に関

係る状況を把

けて、各専攻

する⽬標を達

研究推進機構

的に運営する

るとともに、

による機動的

⽬標を達成す

教員配置の⽅

適切に⼈事計

を定めるこ

度を活⽤する

の改正労働契

切に運⽤する

⽬標を達成す

が共同で実施

考採⽤に関す

た職員評価制

るとともに、

切に運⽤する

した新たな技

の活性化を図

24 年度から

ついて検証す

する⽬標を達

継続して実施

国⽴⼤学法⼈北

関する⽬標を

把握するため

攻において課

達成するため

構、当年度か

るとともに、

平成 24 年

的かつ効率的

するための措

⽅向性につい

計画を遂⾏す

とができる

る際の課題等

契約法に則し

る。 

するための措

施する統⼀

する基本⽅針

制度を活⽤し

課題等の把

るとともに、

技術部技術員

図るため、他

ら実施してい

する。 

達成するため

施するととも

北⾒⼯業⼤学 |

を達成するた

め、修了予定

課題等の整理

めの措置 

から新たに発

⾒直しによ

年度に発⾜さ

的な研究を推

措置 

いて、引き続

する。 

よう教員評

等についての

した任期制度

措置 

⼀採⽤試験の

針を活⽤し、

した昇任試験

把握を⾏う。

職員の意欲

員に係る評価

他⼤学等との

いる他⼤学と

めの措置 

もに、その分

 年度計画 

ための措置

定学⽣に対す

理を⾏う。 

発⾜する学術

よる効果・課

させた研究推

推進する。 

続き教育研究

評価結果の分

の把握を⾏

度となるよう

の活⽤を原則

適切に採⽤

験及び希望降

。 

欲を⾼める活

価制度につい

の従来型の⼈

との短期間の

分析を⾏い結

 

するアン

術情報機

課題等を

推進機構

究評議会

分析を⾏

う。 

う、課題

則としつ

⽤を⾏う。 

降任制度

活⽤策に

いて、適

⼈事交流

の研修を

結果を公
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2 事

 

Ⅲ 財務

1 外

 

2 経

（1

（2

事務等の効率

① 効率的

a1 グル

態の

a2 北海

備を

b 規則

び事

c 参加

者の

修前

務内容の改善

外部研究資⾦

① 業務収

置 

a-1 引

ため

を⽬

a-2 外

アッ

共同

b 地域

訪問

c ⼤学

して

経費の抑制に

1）⼈件費の

a2 引き

2）⼈件費以

率化・合理化

的な事務体制

ループ制を⾒

のあり⽅の課

海道地区の国

を⾏う。 

則等の改正や

事務処理マニ

した研修の

の意識を⾼め

前）及び研修

善に関する⽬

⾦、寄附⾦そ

収⼊の増加を

引き続き研究

めの⽀援を推

⽬指す。 

外部資⾦獲得

ップセミナー

同研究や受託

域⾃治体との

問を充実させ

の施設設備

ている共同研

に関する⽬標

の削減に関す

き続き⼈件費

以外の経費の

平成

化に関する⽬

制の構築に関

⾒直すとと

課題等の把握

国⽴⼤学で

や各種システ

ニュアルの補

の効果等を引

めるために、平

修効果に対す

⽬標を達成す

その他の⾃⼰

を⽬的とした

究実施体制及

推進する。そ

得に向けて、

ー」を引き続

託研究などの

の連携強化を

せる。 

備を利⽤した

研究の検証に

標を達成する

する⽬標を達

費削減に努め

の削減に関す

25 年度 | 国

⽬標を達成す

関する⽬標を

もに、⽇常

握・検討を⾏

、統⼀的な

テムの導⼊・

補完整備を継

引き続き把握

平成 24 年度

するアンケー

するためにと

⼰収⼊の増加

た検討組織

及び環境整備

そこで得られ

科学研究費

続き実施する

の獲得機会の

を戦略的に推

た共同研究を

にむけ、その

るための措置

達成するため

める。 

する⽬標を達

国⽴⼤学法⼈北

するための措

を達成するた

常業務の点検

⾏う。 

な「旅費シス

・変更などに

継続して⾏う

握するととも

度から取り組

ート調査（研

とるべき措置

加に関する⽬

の整備に関

備を⾏い、迅

れた研究成果

費補助⾦等の

る。また、研

の増加を図る

推進するため

を推進すると

の⽅策を検討

置 

めの措置 

達成するため

北⾒⼯業⼤学 |

措置 

ための措置 

検と合わせて

ステム」の運

に伴う、業務

う。 

もに、研修の

組んでいる

研修後）を継

置 

⽬標を達成す

関する⽬標を

迅速で効果的

果を活⽤して

の申請⽀援及

研究成果を広

る。 

め、これまで

とともに、平

討する。 

めの措置 

 年度計画 

て、効率的な

運⽤開始に向

務フローチャ

の参加にあた

研修意義の

継続して進め

するための措

を達成するた

的な研究成果

て、外部資⾦

及び「科研費

広く社会に

で⾏ってきた

平成 27 年度

な組織形

向けた準

ャート及

たり受講

の確認（研

める。 

措置 

ための措

果を得る

⾦の獲得

費パワー

に公開し、

た市町村

度に予定
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3 資

 

Ⅳ ⾃⼰

置 

1 評

 

2 情

 

Ⅴ その

1 施

① 管理的

a 「管

資産の運⽤管

① 資産の

a 引き

b 引き

⼰点検・評価

評価の充実に

① 評価の

a1 平成

a2 有識

実施

の進

関別

情報公開や情

① 情報管

a ロゴ

b ホー

を検

する

c 学内

つい

の他業務運営

施設設備の整

① マスタ

a-1 設

な⾒

的経費の節減

管理的経費削

管理の改善に

の有効活⽤に

き続き、J フ

き続き、不要

及び当該状

に関する⽬標

の充実に関す

成 24 年度に

識者による外

施するほか、

進捗状況につ

別認証評価を

情報発信等の

管理の⼀元化

ゴマークを活

ームページを

検討する。ま

る。 

規則等に基

いてより適切

営に関する重

整備・活⽤等

タープランの

設備の整備状

⾒直しを⾏う

平成

減に関する⽬

削減に係る⾏

に関する⽬標

に関する⽬標

ァンド等を

要設備等の整

状況に係る情

標を達成する

する⽬標を達

に改善を図っ

外部評価委

平成 22 年

ついても外部

を受審する。

の推進に関す

化に関する⽬

活⽤した関連

を、各ユーザ

また、地域貢

基づき情報管

切な⽅法を構

重要⽬標を達

等に関する⽬

の⾒直しに関

状況等に係る

う。 

25 年度 | 国

⽬標を達成す

⾏動⽬標」に

標を達成する

標を達成する

⽤いて、効

整理によって

情報の提供に

るための措置

達成するため

った、環境マ

委員会を設置

年度から平成

部評価を実施

 

する⽬標を達

⽬標を達成す

連グッズ製作

ザの利便性に

貢献の⼀環と

管理を徹底す

構築する。

達成するため

⽬標を達成す

関する⽬標を

る調査を引き

国⽴⼤学法⼈北

するための措

に基づき、適

るための措置

るための措置

効果的な資⾦

て⽣じる空き

に関する⽬標

置 

めの措置 

マネジメン

置し、本学の

成 24 年度ま

施する。また

達成するため

するための措

作に着⼿し、

に配慮したコ

として、地域

するとともに

めにとるべき

するための措

を達成するた

き続き実施し

北⾒⼯業⼤学 |

措置 

適切な執⾏を

置 

置 

⾦運⽤を推進

きスペースの

標を達成する

トシステム

の業務全般に

までの 3 年間

た、認証評価

めの措置 

措置 

広報活動に

コンテンツに

域のイベント

に、個⼈情報

き措置 

措置 

ための措置 

し、設備マス

 年度計画 

を図る。 

進する。 

の有効利⽤

るためにとる

ムを実施する

における外部

間における中

価機関による

に活⽤する。

にするための

ト等へ積極的

報の管理状況

スタープラン

⽤を図る。 

るべき措

る。 

部評価を

中期計画

る⼤学機

。 

の再構築

的に参加

況監査に

ンの必要
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2 安

 

3 法

a-2 設

せる

a-3 施

進す

b1-1 施

の⽅

b1-2 近

⽬的

点か

こと

b2 継続

安全管理に関

① 安全管

a1 労働

会に

教職

a2 ハラ

うと

施す

a3 これ

図る

テム

② 情報セ

a 平成

ティ

法令遵守に関

① 法令遵

a 監事

の意

設備の利⽤率

る。 

施設のマスタ

する。 

施設の利⽤

⽅策について

近年増加し

的として、ま

から、⼥⼦寮

とで、受⼊体

続して施設設

関する⽬標を

管理体制の強

働災害防⽌啓

において労働

職員の理解・

ラスメント

とともに、イ

する。 

れまでの安全

る。また、作

ムの充実を図

セキュリティ

成 24 年度に

ィ対策をさら

関する⽬標を

遵守体制の強

事、監査室及

意識を⾼める

平成

率調査を実施

タープラン（

率調査を継

て検討を⾏う

ている⼥⼦

また、キャン

寮の建設に着

体制を整える

設備の管理

を達成するた

強化と活動の

啓発のため

働災害防⽌の

意識向上を

に関する知

イントラネッ

全衛⽣講習

作業環境測定

図る。 

ィ対策の強化

に改訂した情

らに強化する

を達成するた

強化に関する

及び不正防⽌

ることを⽬的

25 年度 | 国

施し、的確に

（キャンパス

継続して実施

う。 

⼦学⽣に係る

ンパスマスタ

着⼯する。こ

る。 

・運⽤のた

ための措置

の推進に関す

めの講演会を

のための検証

を⽬的とした

識を教職員

ットを利⽤し

会のアンケ

定システムを

化に関する⽬

情報セキュリ

るための⽅策

ための措置

る⽬標を達成

⽌対策室の連

的に、監査等

国⽴⼤学法⼈北

に分析するこ

スマスタープ

施するととも

る就学環境の

タープランに

これに伴う運

ための組織の

する⽬標を達

を継続して開

証を⾏う。ま

た講演会を継

員に広く周知

した関連ビデ

ケート分析結

を更に発展さ

⽬標を達成す

リティーポリ

策を検討する

成するための

連携を継続す

等に関する情

北⾒⼯業⼤学 |

ことにより、

プラン）を基

もに、有効利

の整備及び経

に掲げている

運営に係る規

の検討を⾏う

達成するため

開催すると共

また、メンタ

継続して実施

知するための

デオの常時視

結果をもとに

させるための

するための措

リシーに基づ

る。 

の措置 

する。また、

情報の共有を

 年度計画 

有効利⽤を

基に、施設整

利⽤を促進す

経済的負担の

る⼟地有効活

規則等の整備

う。 

めの措置 

共に、安全衛

タルヘルスに

施する。 

の研修会を新

視聴化を継続

に、講習会の

の検討を⾏い

措置 

づき、情報セ

全学的に法

を図る。 

を促進さ

整備を推

するため

の軽減を

活⽤の観

備を⾏う

衛⽣委員

に対する

新たに⾏

続して実

の充実を

い、シス

セキュリ

法令遵守
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Ⅵ 予算

別紙

 

Ⅶ 短期

○ 短

 

Ⅷ 重要

○ 重

 

Ⅸ 剰余

○ 決

て

 

Ⅹ その

1 施

総

⼩

注

 

b-1 不

握及

b-2 平

評価

算（⼈件費の

紙参照 

期借⼊⾦の限

短期借⼊⾦の

1 短期借

7 億円

2 想定され

運営費

とし

要な財産を譲

重要な財産を

余⾦の使途 

決算において

てる。 

の他 

施設・設備に

施設・
総合研究棟（

⼩規模改修 

注）⾦額につい

度合い等を

不正防⽌対策

及び不正防⽌

平成 24 年度

価の客観性及

の⾒積を含む

限度額 

の限度額 

⼊⾦の限度

円 

れる理由 

費交付⾦の

て借り⼊れ

譲渡し、⼜は

を譲渡⼜は担

て剰余⾦が発

に関する計画

設備の内容
⼯学系）新営

いては⾒込みで

を勘案した施設

平成

策室において

⽌対策の強化

度に整備した

及び厳格性を

む。）、収⽀

額 

の受け⼊れ遅

れることが想

は担保に供す

担保に供する

発⽣した場

画 

容 予

総

であり、上記の

設・設備の改修

25 年度 | 国

て、啓発活動

化を図る。

た「学位論⽂

を担保した学

⽀計画及び資

遅延及び事故

想定されるた

する計画 

る計画はな

場合は、教育

予定額 

総額 322 

のほか、業務の

修等が追加され

国⽴⼤学法⼈北

動を実施する

⽂審査及び最

学位審査を実

資⾦計画 

故の発⽣等に

ため。 

い。 

育研究の質の

施設整備費補

国⽴⼤学財務

の実施状況等を

れることもあり

北⾒⼯業⼤学 |

るとともに、

最終試験の評

実施する。 

により緊急に

の向上及び組

財    
補助⾦（304） 

務・経営センタ

を勘案した施設

り得る。 

 年度計画 

、不正発⽣要

評価基準」に

に必要となる

組織運営の改

（単位 百

 源 
 

ター施設費交付

設・設備の整備

要因の把

に則り、

る対策費

改善に充

百万円） 

付⾦（18）

備や、⽼朽

10



 

2 ⼈

（1

（2

 

 

⼈事に関する

1）平成 25

また、任

2）平成 25

る計画 

年度の常勤

任期付職員数

年度の⼈件

 

平成

勤職員数 1

数の⾒込みを

件費総額⾒込

25 年度 | 国

39 ⼈ 

を 123 ⼈

込み 2,147

国⽴⼤学法⼈北

とする。 

7 百万円（退

北⾒⼯業⼤学 |

退職⼿当は除

 年度計画 

除く） 

8
11 

11 



 

（別紙）

 

1. 予 

 

収⼊ 
 運営
 施設
 補助
 国⽴
 ⾃⼰
  授
  雑
 産学
 ⽬的
   
⽀出 
 業務
  教
 施設
 補助
 産学

 

［⼈件費

  期間

 

注）「運

うち

「施

 

予算（⼈件

算 

営費交付⾦ 
設整備費補助
助⾦等収⼊ 
⽴⼤学財務・
⼰収⼊ 
授業料、⼊学
雑収⼊ 
学連携等研究
的積⽴⾦取崩

     

務費 
教育研究経費
設整備費 
助⾦等 
学連携等研究

費の⾒積り］

間中総額 2

運営費交付⾦

ち使⽤⾒込額

設整備費補

件費の⾒積

区   

助⾦ 

経営センタ

学⾦及び検定

究収⼊及び寄
崩 

    計

費 

究経費及び寄
計

］ 

2,147 百万

⾦」のうち、

額 223 百万円

補助⾦」のう

 

平成

りを含む。）

平成

 分 

ター施設費交

定料収⼊ 

寄附⾦収⼊等

計 

寄附⾦事業費
計 

円を⽀出す

平成 25 年度

円。 

うち、前年度

25 年度 | 国

、収⽀計画

成 25 年度

交付⾦ 

等 

費等 

する（退職⼿

度当初予算

度よりの繰越

国⽴⼤学法⼈北

画及び資⾦計

予算 

⼿当は除く）。

算額 2,225 百

越額 304 百万

北⾒⼯業⼤学 |

計画 

⾦  

。 

百万円、前年

万円。 

 年度計画 

（単位 百

 額 

年度よりの繰

百万円） 

2,448
304

0
18

1,183
1,156

27
154
263

4,370

3,894
3,894

322
0

154
4,370

繰越額の

12 



 

2. 収⽀

 

費⽤の
 経常
  業
   
   
   
   
   
  ⼀
  財
  減
 
収⼊の
 経常
  運
  授
  ⼊
  検
  受
  寄
  施
  補
  財
  雑
  資
  資
  資
  資
純利益
総利益

 

 

⽀計画 

の部 
常費⽤ 
業務費 

教育研究経
受託研究費
役員⼈件費
教員⼈件費
職員⼈件費

⼀般管理費 
財務費⽤ 
減価償却費 

の部 
常収益 
運営費交付⾦
授業料収益 
⼊学⾦収益 
検定料収益 
受託研究等収
寄附⾦収益 
施設費収益 
補助⾦等収益
財務収益 
雑益 
資産⾒返運営
資産⾒返補助
資産⾒返寄付
資産⾒返物品
益 
益 

区   

経費 
費等 
費 
費 
費 

⾦収益 

収益 

益 

営費交付⾦等
助⾦等戻⼊ 
付⾦戻⼊ 
品受贈額戻⼊

 

平成

平成 2

 分 

等戻⼊ 

⼊ 

25 年度 | 国

25 年度 収

国⽴⼤学法⼈北

収⽀計画 

北⾒⼯業⼤学 |

⾦  

 年度計画 

（単位 百

 額 

百万円） 

3,953
3,482

876
111
218

1,510
767
241

2
228

3,953
2,351
1,042

161
46

126
25
3
0
0

27
125
20
27
0
0
0

13 



 

3. 資⾦

 

資⾦⽀
 業務
 投資
 財務
 翌年
 
資⾦収
 業務
  運
  授
  受
  補
  寄
  そ
 投資
  施
  そ
 財務
 前年

 

 

⾦計画 

⽀出 
務活動による
資活動による
務活動による
年度への繰越

収⼊ 
務活動による
運営費交付⾦
授業料・⼊学
受託研究等収
補助⾦等収⼊
寄附⾦収⼊ 
その他の収⼊
資活動による
施設費による
その他の収⼊
務活動による
年度よりの繰

区   

る⽀出 
る⽀出 
る⽀出 
越⾦ 

る収⼊ 
⾦による収⼊
学⾦及び検定
収⼊ 
⼊ 

⼊ 
る収⼊ 
る収⼊ 
⼊ 
る収⼊ 
繰越⾦ 

 

平成

平成 2

 分 

⼊ 
定料による収

25 年度 | 国

25 年度 資

収⼊ 

国⽴⼤学法⼈北

資⾦計画 

北⾒⼯業⼤学 |

⾦  

 年度計画 

（単位 百

 額 

百万円） 

4,717
3,536

750
83

348

4,717
3,562
2,225
1,156

126
0

28
27

322
322

0
0

833
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別表（学

⼯学部

⼯学研

 

学部の学科、

部 

機

社

電

情

バ

マ

研究科 

機

社

電

情

バ

マ

⽣

寒

医

、研究科の専

機械⼯学科 

社会環境⼯学

電気電⼦⼯学

情報システム

バイオ環境化

マテリアル⼯

（第 3 年次編

機械⼯学専攻

社会環境⼯学

電気電⼦⼯学

情報システム

バイオ環境化

マテリアル⼯

⽣産基盤⼯学

寒冷地・環境

医療⼯学専攻

平成

専攻等） 

学科 

学科 

ム⼯学科 

化学科 

⼯学科 

編⼊学定員）

攻 

学専攻 

学専攻 

ム⼯学専攻

化学専攻 

⼯学専攻 

学専攻 

境・エネルギ

攻 

25 年度 | 国

） 

ギー⼯学専攻

国⽴⼤学法⼈北

320 ⼈

320 ⼈

320 ⼈

240 ⼈

240 ⼈

200 ⼈

20 ⼈

攻

44 ⼈

40 ⼈

40 ⼈

32 ⼈

36 ⼈

32 ⼈

9 ⼈

9 ⼈

6 ⼈

北⾒⼯業⼤学 |

⼈

⼈

⼈

⼈

⼈

⼈

⼈

 

⼈

⼈

⼈

⼈

⼈

⼈

⼈

⼈

⼈

（博⼠前

（

（

（

（

（

（博⼠後

（

（

 年度計画 

前期課程） 

〃 ） 

〃 ） 

〃 ） 

〃 ） 

〃 ） 

後期課程） 

〃 ） 

〃 ） 
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